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学校司書養成と学校司書研修についての諸案の検討 
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要旨：改正学校図書館法第6条(平成26年6月27日法律第93号)において学校司書を法制化すると
ともに、学校司書の配置を努力義務とした。更に附則第2項により、学校司書の養成が求めら
れることとなった。この法改正を受けて、複数の研究者・団体が学校司書養成と学校司書研修
について試案を発表している。筆者たちは先行研究である「学校図書館法改正と学校司書養成
の課題」について、各試案の考察を行った。本稿では、日本学校図書館学会及び日本図書館研
究会図書館学教育研究グループの諸案について、1) 学校司書養成(新規)の構想、2) 現職、「学
校司書」の新学校司書への移行措置の考え方、3) 学校司書の研修の在り方、の3点を中心に実
現可能性の有無等を考察する。 
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１. はじめに 
 改正学校図書館法1では、その第 6 条(平成 26 年
6月27日法律第93号)において学校司書を法制化
すると共に、学校司書の配置を努力義務とした。
併せて、附則第 2 項において、「（検討）学校司書
の職務の内容が専門的知識及び技能を必要とする
ものであることに鑑み、この法律の施行後速やか
に、新法施行の状況等を勘案し、学校司書として
の資格の在り方、その養成の在り方等について検
討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ず
るものとする」とした。 
 こうした学校図書館法改正を受けて、さまざま
な立場から、学校司書養成の課題についての発言、
構想発表等が行われている。 
筆者らは、先に「学校図書館法改正と学校司書
養成の課題」について考察を行った2。その主な内
容を、同論文からの要約で示す。 
 
要旨：2014 年学校図書館法の改正によりこれ
まで名称や雇用形態も不統一であった「学校司
書」が規定された。そして学校図書館法附則第 
†京都精華大学 
††相愛大学 
2 項により、学校司書の養成が求められている。
しかしながら、学校司書の配置は努力義務にと
どまり、国からの人的予算は潤沢では無いため
に、全校に学校司書を専任で雇用する状況には
ほど遠い。 
また、養成に関しては司書教諭と学校司書と
いう二職種が併置されている現状等を踏まえる
と業務内容の棲み分けも考慮しなくてはならな
い。更に全国では既に約 2 万人の学校司書が配
置されており、所持している資格も様々である。      
今回の学校図書館法改正の問題点及び求めら
れる学校司書像の相違、現在の司書教諭、学校
司書の問題点を取り上げる。 
 
  この検討を行って以降、約半年間が経過し、複
数の団体による学校司書養成と学校司書研修につ
いて試案が出されている。本稿では、これらの試
案について、1) 学校司書養成(新規)の構想、2) 現
職、「学校司書」の新学校司書への移行措置の考え
方、3) 新学校司書の研修の在り方、の 3 点の考え
方を中心に検証する。 
 なお、本稿によって現在の学校司書を「学校司
書」と総称し、新学校図書館法のもとで新たな資
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格（学校司書）を取得する学校司書については「新
学校司書」とする。ただし、引用部分は記述の通
りとする。 
 
２．日本学校図書館学会「学校司書養成カリキュ
ラム案」 
 日本学校図書館学会は、「学校司書の資格、養
成・研修の在り方に関する研究会」を設置し、『学
校司書の資格と養成・研修』(以下、『報告書』)を
作成している3。本章ではこの『報告書』について、
検討する。 
 
2.1 学校司書の養成カリキュラム構想 
 『報告書』では、学校司書の専門性について、
「学校図書館の管理・運営業務に加え、各教科等
の学習指導及び朝、休息時間、放課後などにおけ
る読書を支援するために必要な知識・技能・使命
感などの資質能力が必要」4、として「大学等の養
成機関において一定の単位を取得することをその
資格要件とする必要がある」、と述べる。さらに、
「将来的には、学校司書の資格を取得したものだ
けがその職に就くことができるクローズな制度と
することが考えられる」、として学校司書資格の保
有者の職務独占を示唆している5。そして、4 つの
観点からカリキュラムを構想している。カリキュ
ラムの概要は以下である。 
(1) 学校教育に関する科目 
学校組織の一員としてその教育にかかわるため
に必要な資質・能力を育成する。 
(2) 学校図書館に関する科目 
学校図書館組織の一員として職務を遂行するた
めに必要な資質・能力を育成する。 
(3) 教養に関する科目 
児童生徒の教育にかかわる職であるため、豊か
な教養を身に付けることが求められる。 
(4) 学校図書館にかかわる選択科目 
小・中・高等学校、特別支援学校の実態に対応
できる内容を選択・理解できるようにする。 
 
2.2 学校司書の新規資格取得（案)と現職移行措
置 
 『報告書』では、学校司書の資格取得を「文部
科学省の課程認定を受けた大学等において必要な
単位を取得することを資格要件」6、と提案してい
る。 
  しかし、「現状ではこのような資格を取得した者
はいない」ので、「一定の期間を限り、学校司書の
資格を取得するために必要な単位を取得できる方
途を講じる」などの必要性に言及している7。この
「一定の期間」は、新しい学校司書課程で資格を
取得した新学校司書が相当数生まれるまでの間と
解される。しかし、その暫定期間に実施を提案し
ている「学校司書の資格を取得するために必要な
単位を取得できる方途」の具体策は明確ではない。
なお、この文脈での「学校司書の資格を取得する
ために必要な単位」は、今回に提案の「学校司書
の養成カリキュラム」ではないことは、推測でき
る。 
 ただし、「学校司書制度への移行措置」において、
現行の学校司書の新資格の取得について、「学校図
書館業務への実務経験が単位取得のために生かさ
れるよう配慮」8をすると述べているのみである。   
具体的に暫定単位での暫定学校司書資格とはど
のようなものを想定されているのだろうか。科目
構成、単位数、実施方法等具体的な事項はすべて
が不明確である。今後の報告を待ちたい。 
 このように『報告書』での学校司書養成カリキ
ュラム案は、主として今後の大学等における新規
の資格取得を考えており、学校司書の資格を取得
するための単位数を、大学の資格課程で「学校司
書第 I 種資格 56 単位程度」、短期大学の資格課程
で「学校司書第 II 種資格 42 単位程度」としてい
る9。例えば、現行の司書課程の科目数(最低、24
単位)と比較しても、相対的に過大な要求と考えら
れる。 
 
2.3 学校司書養成カリキュラム構想 
  次に、具体的に学校司書養成カリキュラム構想
について検討をする。『報告書』では、4 つの観点
によるカリキュラム構想を提案している10。この
提案を参考に構想の骨格を整理する。 
(1) 学校教育に関わるために必要な知識能力の育
成科目 
目的：学校組織の一員としてその教育にかかわ
るために必要な資質・能力を育成する。 
達成内容：学校教育にかかわる制度や理論、教
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育課程や学校経営、児童生徒の発達、学校図書館
の管理・運営などについての知識理解。 
科目：学校教育の概論に関する科目 
    教育課程に関する科目 
    学校経営に関する科目 
    児童生徒の発達と理解に関する科目 
    学校図書館の概論に関する科目 
(2) 学校司書の専門的能力の育成科目 
目的：学校図書館組織の一員として職務を遂行
するために必要な資質能力を育成する。 
到達目標：学校図書館メディアとその組織、学
校図書館の施設設備の整備、各教科等の学習指導
の支援、さらに朝・放課後などにおける読書を支
援するために必要な知識や技能。 
科目：学校図書館のメディアに関する科目 
    学校図書館のメディアの組織に関する科 
    目 
    学校図書館の施設・設備に関する科目 
    学校図書館の情報技術に関する科目 
    学校図書館の教育支援に関する科目 
    各教科等の教材研究に関する科目 
    学校図書館の読書支援に関する科目 
    学校図書館活動に関する科目 
    学校図書館総合演習 
    学校図書館実務実習 
(3) 人文・自然・社会などにかかわる基本的な知
識 
目的：児童生徒の教育に関わる職としての人格
の涵養。 
科目：例示なし 
(4) 学校司書が小・中・高等学校、特別支援学校
の実態に対応できる知識・理解 
目的：学校段階や学校種別により異なる実態へ
の対応能力の取得。 
科目：学校段階や学校種別にかかわる特論に関
する科目 
 
2.4 別表「学校司書養成カリキュラム案」 
  さらに『報告書』では学校司書養成カリキュラ
ム構想を具体化すべく、別表において「学校司書
養成カリキュラム案」を提示している11。ただし、
「学校司書養成カリキュラム案」は、上記の構想
の内、「(3)人文・自然・社会などにかかわる基本
的な知識」については、言及していない。実際に
は当該科目群は、大学等における修了要件の基礎
教育科目であるとの認識と推測される。 
具体的に別表を参照する。なお、以下での科目
名の例示は、筆者らにて仮に設定した科目名及び
科目系列である。また、各枠組みでの単位数の明
示がないので、1 つの科目系列に対して 1 科目を
当てはめ、すべてを 2 単位として試算した (表 1) 。 
 
表 1 学校司書養成カリキュラム案 
科目区
分枠 
科目系列 科目名(例) 
単
位
数 
学校教
育に関
する科
目 
学校教育の概論に
関する科目；教育の
基礎理論科目 
教育原理(教職課程科
目) 
2 
教育課程に関する
科目：教育課程及び
指導法 
教育課程論(教職課程
科目) 
2 
学校経営に関する
科目 
学校経営と学校図書
館 (司書教諭課程科
目) 
2 
児童生徒の発達と
理解に関する科目 
教育心理学(教職課程
科目) 
2 
学校図書館の概論
に関する科目 
学校図書館概論(学校
司書課程科目) 
2 
小計 10 
学校図
書館に
関する
科目(学
校図書
館の運
営、なら
びにメ
ディア
の組織
に関す
る科目) 
学校図書館メディ
アに関する科目 
学校図書館メディア
論 (学校司書課程科
目) 
2 
学校図書館メディ
アの組織に関する
科目 
学校図書館メディア
の構成(司書教諭課程
科目) 
2 
学校図書館の施
設・設備に関する科
目 
学校図書館施設・設備
論 (学校司書課程科
目) 
2 
学校図書館の情報
技術に関する科目 
図書館情報技術論 2 
学校図書館総合演
習 
情報資源組織演習(司
書課程科目) 
2 
小計 10 
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学校図
書館に
関する
科目(学
校図書
館にお
ける教
育指導
に関す
る科目) 
教育支援に関する
科目 
情報メディアの活用
(司書教諭課程科目) 
2 
各教科等の教材研
究等に関する科目 
学習指導と学校図書
館 (司書教諭課程科
目) 
2 
読書指導に関する
科目 
読書と豊かな人間性
(司書教諭課程科目) 
2 
学校図書館活動に
関する科目 
学校図書館活動論(学
校司書課程科目) 
2 
学校図書館実務実
習 
学校図書館実務実習
(学校司書課程科目) 
2 
小計 10 
総単位数 30 
 
 
2.5 「学校司書養成カリキュラム案」の科目系列
での組み換えと「縮減」 
上記で列挙した、「学校司書養成カリキュラム
案」の各資格課程系列での組み換えを以下(表 2)
に行う。 
ただし、教職課程科目から、教育課程論を抹消
した12。また、学校司書課程科目の学校図書館メ
ディア論は、司書教諭課程科目の学校図書館メデ
ィアの構成で代替した。併せて、学校図書館施設・
設備論、学校図書館活動論、学校図書館総合演習、
学校図書館実務実習の 4 科目は、2 科目の選択必
須とした13。 
いずれも、取得可能な科目数、単位数への配慮
と科目の内容検討の結果である。 
 
表 2 「学校司書養成カリキュラム案」縮減案 
科目区分
枠 
科目名 
必須/
選択 
単位
数 
教職課程
科目 
教育原理 
必須 
2 
教育心理学 2 
小計 必須 4 
司書教諭
課程科目 
学校経営と学校図書館 
必須 
2 
学校図書館メディアの構成 2 
情報メディアの活用 2 
学習指導と学校図書館 2 
読書と豊かな人間性 2 
小計 必須 10 
司書課程
科目 
図書館情報技術論 
必須 
2 
情報資源組織演習 2 
小計 必須 4 
学校司書
課程科目 
学校図書館概論 必須 2 
小計 必須 2 
学校図書館施設・設備論 
選択 
2 
学校図書館活動論 2 
学校図書館総合演習 2 
学校図書館実務実習 2 
小計 選択 8 
 総単位数（選択科目から 4 単位） 24 
 
 
2.6 取得単位数に関する検討 
 上記の科目組み換え後の状態に対して、仮設取
得単位数に関する検討を行う。 
学校司書課程のみの受講者は、合計 12 科目、
24 単位の取得が必要となる。 
一方、司書教諭課程の受講者は、教職課程科目
及び司書教諭課程の科目を受講するので、学校司
書の資格取得に必要な科目群は、司書課程科目か
ら 2 科目、4 単位、学校司書課程科目から 3 科目
6 単位となる。よって、合計では 5 科目、10 単位
の追加取得が必要とされる。また、司書課程と学
校司書課程のダブル受講者は、教職課程科目から
2 科目、4 単位、司書教諭課程科目から 5 科目 10
単位、学校司書課程科目から 3 科目、6 単位の合
計 10 科目、20 単位の追加取得が必要である。 
なお、『報告書』にあった、大学の課程資格で「学
校司書第 I 種資格 56 単位程度」、短期大学の課程
資格で「学校司書第 II 種資格 42 単位程度」との
差異の過半数は、ここでは人文、社会、自然等の
教養にかかわる科目と考えておきたい。 
 
2.7 学校司書の研修プログラム構想 
さらに、『報告書』はこの暫定期間においても、
「学校司書の資格を取得していない者に対して、
専門性を高めるための研修の充実」14の必要性を
述べるが、この被研修者は現行の学校司書を窺わ
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せる。しかしながら研修の実施主体、研修内容な
どには言及がない。また、将来の新学校司書の研
修体制への言及もない。 
 
３．日本図書館研究会図書館学教育研究グループ
案 
日本図書館研究会図書館学教育研究グループは、
グループ研究成果として、論文「学校司書カリキ
ュラムについて考える」を発表している15。同グ
ループの日本図書館研究会での研究大会の口頭発
表については、先行論文で評価を行ったが、論文
とは異なった試案のため、再度評価をする。 
 
3.1 学校司書養成カリキュラム案 
  同論文より、同グループの学校司書養成カリキ
ュラム案（以下、「図書館学教育研究G.案」）を表
3 に示す。なお、前述の日本学校図書館学会の試
案との比較のために、当該グループの示した図と
は配置、見出しを異にしており、また科目区分枠
に対応した小計欄は、筆者が挿入した。 
 
表 3 図書館学教育研究グループ学校司書養成カ
リキュラム案 
科目区分枠 科目名 
必須/
選択 
単位数 
司書課程科目 
生涯学習概論 
必須 
2 
図書館概論 2 
図書館情報技術論 2 
図書館サービス概論 2 
図書館情報資源論 2 
情報資源組織論 2 
情報資源組織演習 2 
小計 必須 14 
司書教諭課程
科目 
学習指導と学校図書館 
必須 
2 
読書と豊かな人間性 2 
小計 必須 4 
教職課程科目 
教育原理 
必須 
2 
生徒指導・進路指導 2 
教育心理学 2 
特別活動論 2 
小計 必須 8 
特別支援教育基礎論 選択 2 
小計 選択 2 
学校司書課程
科目 
学校図書館概論 
必須 
2 
学校図書館サービス論 2 
学校図書館サービス演習 2 
学校図書館情報資源論 2 
小計 必須 8 
学校図書館実習 
選択 
1 
学校図書館施設論 1 
学校図書館制度・学校図
書館史 
1 
学校図書館特論 1 
学校図書館総合演習 1 
小計 選択 5 
総単位数（選択科目から 4 単位以上選択） 38 
 
 
3.2 「図書館学教育研究Ｇ案」の学校司書養成の
特徴 
 「図書館学教育G.案」の学校司書養成カリキュ
ラムは、既存の司書課程、司書教諭課程、教職課
程の科目群の一部を選択採用し、それに学校司書
課程(仮称)独自の科目群を追加した案である16。以
下に細部の検討を進める。 
 
3.3 取得単位数に関する検討 
 「図書館学教育G.案」の取得単位数に関する検
討を行う。同案に従い学校司書課程を修了するパ
ターンは、受講者属性からすれば、次の 4 類型で
ある。 
(1) 学校司書課程のみを取得する場合 
必須科目 34 単位 
選択科目  4 単位 
  合計    38 単位 
 通常の評価としては、学校司書資格の取得にお
いて、合計 38 単位の義務付けは負荷が大きい。
一般に資格取得の困難さと、取得後の社会的評価、
待遇は一致するべきと考えられる。 
概ね 3 ヶ年間で取得するとすれば、1 年間に
12~13 単位の取得となる。また、選択科目ではあ
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るが、「学校図書館実習」を履修するには、少なく
とも 1 週間程度の現場研修が求められる17。 
 また、学校司書養成科目群は、大学において卒
業要件科目以外の資格取得科目として位置づけら
れることが多いことからも、総単位数 38 単位は
難題である。さらに図書館法施行規則に基づく司
書課程科目の 11 科目、単位数 24 単位と比較して
も均衡を欠く。 
(2) 司書課程及び学校司書課程を取得する場合 
司書課程科目 14 単位は、ダブルカウントにな
るので、学校司書課程単位は、24 単位の取得が必
要となる。 
(3) 司書教諭課程及び学校司書課程を取得する
場合 
司書教諭課程科目 4 単位、教職課程科目(必須)8
単位は、ダブルカウントになるので、学校司書課
程単位は、26 単位 (教職課程科目・選択もカウ
ントすれば、24 単位)となる。 
(4) 司書課程、教職課程及び司書教諭課程及び
学校司書課程を取得する場合 
司書課程科目 14 単位、司書教諭課程科目 4 単
位、教職課程科目(必須)8 単位は、ダブルカウント
になるので、12 単位となる。 
 
 以上を総合すると、学校司書資格の取得におい
て、最も追加単位数の少ない類型 4 でも 12 単位
の取得が新たに必要となる。半期の講義科目(2 単
位)換算で、6 科目の履修である。半期に 3 科目増
となる。 
ただしこれは机上の計算であり、司書課程、教
職課程及び司書教諭課程を取得し、さらに学校司
書課程を取得する場合という例外的な場合である。
現実にはこのような履修者はごく限られると考え
られる。 
 
3.4  科目の「縮減」の検討 
 「図書館学教育 G.案」は、既存の 3 課程(司書
課程、司書教諭課程、教職課程)に、新規で学校司
書課程を追加した科目構成である。この内、3 課
程(司書課程、司書教諭課程、学校司書課程)は、
大きくは図書館情報学の分野の課程と把握でき、
それに「指導の支援」に必要と考えられる教職課
程科目を加えた案である。 
 本節では、図書館情報学の分野の 3 つの課程間
において、科目の「縮減」の可能性を検討する。 
 
3.4.1 司書課程科目と司書教諭課程科目Ⅰ 
 「図書館学教育 G.案」の司書課程科目の中で、
「図書館情報資源論」及び「情報資源組織論」は、
司書教諭課程科目の「学校図書館メディアの構成」
で代替が可能であり、むしろ学校司書課程科目と
しては代替が望ましい。 
 次に、「情報資源組織演習」は学校司書の専門性
と固有性を考慮して学校司書課程科目独自の科目
を実施する18。「生涯学習概論」は、1 単位に縮減
する考え方もある。 
 
3.4.2 司書課程科目と学校司書課程科目Ⅱ 
 司書課程科目の「図書館概論」は、学校司書課
程科目の「学校図書館概論」でカバーをする。さ
らに、「学校図書館概論」は司書教諭科目の「学校
経営と学校図書館」の内容を参考に、学校経営及
びその一翼を担う学校図書館と学校司書の役割と
業務について学ぶ。併せて、司書教諭との協働の
在り方を学習する。 
 司書課程科目の「図書館サービス概論」は、学
校司書課程科目の「学校図書館サービス論」に吸
収する。 
 
3.4.3 司書教諭課程科目と学校司書課程科目 
 上述のように、「学校図書館概論」は司書教諭科
目の「学校経営と学校図書館」に置き換える。 
 ｢学校図書館情報資論｣は｢学校図書館メディア
の構成｣での代替えが可能であろう。 
 
3.4.4 学校司書課程科目(選択科目) 
学校司書課程科目(選択科目)は、いずれも 1 単
位科目である。同科目を司書課程の乙群科目と比
較する(表 4)。 
 
表 4 学校司書課程選択科目と司書課程乙群と
の比較 
学校司書課程科目（選択科目） 司書課程の乙群科目 
学校図書館実習 図書館実習 
学校図書館施設論 図書館施設論 
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学校図書館制度・学校図書館史 図書・図書館史 
学校図書館総合演習 図書館総合演習 
学校図書館特論 図書館基礎特論 
図書館サービス特論 図書館情報資源特論 
 
 
 このように並置してみると、「図書館学教育研究
Ｇ案」は、概ね司書課程科目の乙群科目を「学校」
の名辞に置き換えたものであることが判明する。 
 なお、これらの選択 5 科目中では、「学校図書
館実習」という科目が、実習現場の学校図書館の
確保の面から、初等中等諸学校を附属学校として
設置している国立教育大学系、または、中規模以
上の私学等でなければ実施は困難であると考えら
れる。 
 また、学校図書館を利用した教育や、学校図書
館の活動が学校経営の中に位置づけられ、生き生
きとした学校図書館活動のある学校図書館での実
習の可能性は、さらに困難である。 
 一方、実際に大学において学校司書課程を設置
するとすれば、1 単位の選択科目は、5 科目すべ
てが開講される可能性は低く、教職選択科目の「特
別支援教育基礎論」を含めて、4 単位相当の開講
であろう。 
 
3.4.5 教職課程科目群の検討 
 本節では、教職課程科目群の検討を進める。検
討は、「教育職員免許法施行規則に定める区分」を
手掛かりとする19。 
 「図書館学教育G.案」では、次の科目を必須及
び選択科目として提示している。 
(1) 教育原理               必須 2 単位 
  教育原理は、「教職に関する科目」の「第 3 欄 教
育の基礎理論に関する科目」中の「教育の理念並
びに教育に関する歴史・理論」の科目である。 
(2) 生徒指導・進路指導論  必須 2 単位 
 生徒指導・進路指導論は、「教職に関する科目」
の「第 4 欄 生徒指導、教育相談及び進路指導等
に関する科目」中の「生徒指導の理論および方法」
の科目である。 
(3) 教育心理学       必須 2 単位 
 教育心理学は、「教職に関する科目」の「第 3
欄 教育の基礎理論に関する科目」中の「幼児、児
童及び生徒の心身の発達及び学習の課程(障害の
ある幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の
課程を含む)」の科目である。 
(4) 特別活動論       必須 2 単位 
特別活動論は、「教職に関する科目」の「第 4
欄 教育課程及び指導法に関する科目」中の「特別
活動の指導法」である。 
(5) 特別支援教育基礎論   選択 2 単位 
 特別支援教育基礎論は、「特別支援教育に関する
科目」の「第 1 欄 特別支援教育基礎理論に関す
る科目」中の「特別支援教育基礎理論」である。 
以上の科目特性を踏まえ、学校司書が直接に進
路指導を行うことは考えにくいことから、「生徒指
導・進路指導論」を省き、「学習指導と学校図書館」
に吸収する20。 
 
3.4.6 学校司書講習、または、通信教育課程での
取得可能性 
 現在の司書講習では、24 単位の科目配置で、夏
期休暇の昼間開講で約 60 日間を要している。仮
に、大学等の夏期休暇期間を中心として学校司書
講習を実施するとすれば、38 単位取得するとなれ
ば、約 90 日間の日数を必要とする。現実には、
大学自体の前期授業、集中講義、後期授業との関
係から、講義教室やコンピュータ演習室等の確保
が困難である。 
 同様のことは、通信教育課程においても時間割
編成上、多大の困難が予想される。 
 
3.5 「図書館学教育 G.案」を「縮減」した案 
以上を総合し、「図書館学教育G.案」を「縮減」
した案を、以下に提示する(表 5)。 
 
表 5 「図書館学教育G.案」の「縮減」案 
科目区分
枠 
科目名 
必須 /
選択 
単 位
数 
司書課程
科目 
生涯学習概論 
必須 
1 
図書館情報技術論 2 
小計 必須 3 
司書教諭
課程科目 
学校図書館メディアの構成 
必須 
2 
学習指導と学校図書館 2 
読書と豊かな人間性 2 
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小計 必須 6 
教職課程
科目 
教育原理 
必須 
2 
教育心理学 2 
特別活動論 2 
小計 必須 6 
特別支援教育基礎論 選択 2 
小計 選択 2 
学校司書
課程科目 
学校図書館概論 
必須 
2 
学校図書館サービス論 2 
学校図書館サービス演習 2 
学校図書館情報資源組織演
習 
2 
小計 必須 8 
学校図書館実習 
選択 
1 
学校図書館施設論 1 
学校図書館制度・学校図書
館史 
1 
学校図書館特論 1 
学校図書館総合演習 1 
小計 選択 5 
総単位数（選択科目から 4 単位以上選択） 27 
 
 
3.6 「図書館学教育研究 G.案」の評価 
 以上、「図書館学教育研究 G.案」について、そ
の「縮減」も含めて検討を行った。しかし、同研
究グループ自身が、「今回のカリキュラム案は、学
校司書の業務リストや断片的なテスト問題を基に
作成しており、学問的な系統性に欠けている」21、
と自認している。 
 また、「単位数が多いことから短期大学での取得
をどうするかや、単位軽減などの現職者の移行措
置も検討する必要がある」22、と述べている。 
 このように「図書館学教育研究G.案」では、検
討の射程は「希望的な科目群」の考察に留まり、
実際の大学等の資格課程へのインプリメント検証
の要素が乏しい。また、現在の学校司書の移行措
置についての検討がない。さらに、今後の学校司
書に対する研修体制等の考え方の整理も必要と考
える。 
 
４．さいごに 
 今回、検討対象とした「日本学校図書館学会の
学校司書養成カリキュラム案」、及び「図書館学教
育研究 G 案」共に、学校司書の単位取得を大学、
短大の資格課程としている。 
 大学等での資格課程での取得を主とする司書資
格、司書教諭講習を原則とする司書教諭資格等と、
専門学位としても図書館情報学の学士、修士及び、
社会人大学院の普及や教職大学院の拡張施策等、
大きな変化の兆しを感じさせられる昨今である。 
 学校司書の養成、研修の課題は、この法制化さ
れた学校司書に関する課題に留まらず、図書館情
報学関連の諸資格の根本的な見直しの底流を思わ
ざるを得ない。 
 改正学校図書館法は附則において、「この法律の
施行後速やかに、新法施行の状況等を勘案し、学
校司書としての資格の在り方、その養成の在り方
等について検討を行い、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする」としている。これを
受けて、2015 年 8 月 26 日、「学校図書館の整備
充実に関するにおける調査研究協力者会議」が設
置された23。この検討・答申に基づいて新学校司
書の養成、研修の体制も整えられると考えられる。 
 その時には、改めて新学校司書の養成、研修の
課題等について検討を行いたい。 
 なお、末尾になりましたが、検討対象とさせて
いただいた学校司書養成プログラム(案)を策定さ
れた両組織に深い感謝を申し上げます。 
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「教育経営論」がある。第 4 欄｢教育課程及び指
導法に関する科目｣には(1)教育課程の意義及び編
成の方法として「教育課程論」、「教育課程編成論」、
「カリキュラム論」、「教育課程総論」、「教育課程
の意義と編成」がある。(以下略) 
学校司書の役割を考慮すると、指導ではなく、
指導の補助となるため教育課程論を削除した。 
13 学校図書館実務実習は名称から司書課程の図
書館実習もしくは教職課程の教職実践実習と想定
される。学校図書館の実習となると、学校図書館
が人、資源ともに潤うまでの当分の間、受け入れ
先は限定されるであろう。 
教職実践実習は前掲の『手引き』p.219 では以
下のように定義されている。 
 
教職実践演習（仮称）には、教員として求めら
れる４つの事項(①使命感や責感、教育的愛情等に
関する事項②社会性や対人関係能力に関する事
項③幼児児童生徒理解や学級経営等に関する事
項④教科・保育内容等の指導力に関する事項)を含
めることとすることが適当である。 
授業方法については、役割演技(ロールプレーイ
ング)やグループ討議、事例研究、現地調査(フィ
ールドワーク)、模擬授業等を取り入れることが適
当である。 
指導教員については、教科に関する科目と教職
に関する科目の担当教員が、共同して、科目の実
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施に責任を持つ体制を構築することが重要であ
る。 
 
これを踏まえると、ゼミ形式で、卒論を視野にい
れたカリキュラムが望ましいため、少人数制でない
と科目開講は難しいと思われる。 
14 『報告書』p.2-3. 
15 頭師康一郎, 岡田大輔「学校司書カリキュラム
について考える」『図書館界』67(2), 2015.7, 
p.140-146. 
 なお、同グループの先行発表に次がある。岡田
大輔, 松崎博子, 柴田正美「学校図書館専門職員
(学校司書)の養成についての考察：インストラク
ショナル・デザインによるカリキュラム構築(中間
発表)」『図書館界』66(2), 2014.7, p.166-171. 
16 科目構造では、「村上案」に学校司書課程(仮称)
独自の科目群を追加した案ともいえる。村上泰子
「養成の立場から考える学校図書館専門職員の在
り方～図書館学教育部会意見募集結果から～」
2013 年 12 月 14 日、日本図書館協会学校図書館
部会・図書館学教育部会合同研究集会「『学校司書』
のちからを考える」での配布資料。 
17 図書館司書課程の選択科目である「図書館実
習」の場合は受入れ先の図書館にもよるが、おお
よそ 1 週間の実習期間となる。 
18 司書課程での「情報資源組織演習」はⅠ・Ⅱと
分けて主題組織法、記述目録法をそれぞれ 15 コ
マ学習する場合が多く、負担が増える。また学校
図書館では分類を3桁程度で付与している場合が
多いこと等を鑑み「学校図書館情報資源組織演習」
を設置した。 
19 前掲 12) p.206-207, 209.  
20 学校図書館担当職員の役割及びその資質の向
上に関する調査研究協力者会議「これからの学校
図書館担当職員に求められる役割・職務及びその
資質能力の向上方策等について（報告）」平成 26 
年 3 月 p.10 
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shin
gi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2014/04/01/13461
19_2.pdf'  [確認：2015 年 9 月 9 日] 
この報告書では、学校司書の業務は「①児童生
徒や教員に対する「間接的支援」に関する職務、
②児童生徒や教員に対する「直接的支援」に関す
る職務、③教育目標を達成するための「教育指導
への支援」に関する職務」であるとしている。ゆ
えに直接的な指導ではないため、「生徒指導論・進
 
路指導」を削除した。 
21 前掲 15) p.145 
22 前掲 15) p.145 
23 「第 1 回『学校図書館の整備充実に関する調査
研究協力者会議』開設」『JLA メールマガジン』
第 765 号, 2015 年 8 月 26 日。 
 座長に堀川照代氏、座長代理に平久江祐司氏が
選任された。事務局は、初等中等教育局生徒課で
ある。 
 なお、調査研究協力者会議の名称を、「学校司書
の養成、研修に関する調査研究協力者会議(仮称)」
ではなく、「学校図書館の整備充実に関する調査研
究協力者会議」として、学校図書館を対象とする
整備充実に関して、広く間口を構えた点に敬意を
表しておきたい。 
 
「学校図書館の整備充実に関する調査研究協力
者会議」の短信が『学校図書館 速報版』及び『ぱ
っちわーく』で掲載されている。 
 
 学校司書資格・養成の在り方など討議：「学校
図書館の整備充実に関する調査研究協力者会
議」を開催(抜粋) 
 まず、会議の議長に堀川照代氏(青山学院短期
大学教授)が選任された。続いて、文部科学省の
中安史明初等中等教育局児童生徒課長補佐が、
学校図書館の現状について報告し、この会議に
おける「考えられる主な論点(案)」を以下のよ
うに述べた。 
①図書館資料について(「学校図書館図書標準」
の蔵書数以外、電子書籍、新聞の有効活用)②学
校図書館の運営を支える人材について(司書教
諭の役割、学校司書の役割と養成、学校図書館
ボランティアの有用性)、③学校図書館の機能を
有効に発揮するための施設整備面での工夫につ
いて、④民間のノウハウの活用について、⑤各
学校の図書館運営を支える教育委員会等による
支援について(公共図書館による研修支援、学校
図書館のネットワーク)、⑥学校図書館の運営の
評価について(成果指標(KPI)の設定) 
 続いて、各委員が今後の学校図書館の望まし
い在り方についてそれぞれの立場から意見を述
べた。 
『学校図書館 速報版』9 月 15 日号, 2015.9.15, 
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p.1. 
    
   短信 「学校図書館の整備充実に関する調査
研究協力者会議」が開催された 
 8 月 26 日(火)10:00～12:00、文部科学省にお
いて標題の会議の第 1 回目が開催された。 
実施期間は 2015 年 6 月 30 日から、2017 年
3 月 31 日まで。 
 会議の趣旨は、「有識者等の協力を得て、学校
図書館の運営に係る基本的な視点や学校司書資
格・養成等の在り方に関して、関係者が共有す
るための一定の指針を得るため、学校図書館整
備充実に関する調査研究を行う」としている。 
 検討事項には(1) 学校図書館の運営に係る基
本的な視点について (2) 学校司書資格・養成等
の在り方について (3) 学校司書の職務により
一層の充実のための方策について (4) その他 
が挙がっている。 
 会議、会議資料および議事録は原則として公
開となっている。 
 座長は堀川照代氏(青山学院女子短期大学教
授)、座長代理に平久江祐司氏(筑波大学図書館
情報メディア系教授)が選任された。 
『ぱっちわーく』NO.268, 2015.9.20, p.1. 
 
 
 
 
※訂正 
川瀬綾子, 北 克一「学校図書館法改正と学校司書
養成の課題」『情報学＝Journal of Informatics』
12(1), 2015.3, p.63-78 に 3 箇所訂正がありまし
た。 
63 ページ要旨：既に約 2 万人の学校司書が既に配
置⇒既に約 2 万人の学校司書が配置 
74 ページ左段の表 3 日本図書館研究会日本学校
図書館研究案グループ案⇒日本図書館研究会日本
学校図書館研究グループ案 
77 ページ右段下から 11 行目の 24 以上⇒以下 
 
